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図 1-2 再処理施設における系統除染の全体計画 
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別紙 1 

 

高放射性固体廃棄物の取出しが完了するまでの安全対策 

 

高放射性固体廃棄物貯蔵庫(HASWS)における高放射性固体廃棄物の取出しが

完了するまでの間，以下の安全対策を実施する。 

 

1.1 湿式セルライニングの健全性確認 

これまで腐食電位の測定により当該セルライニングが腐食を生じにくい

環境であることを確認している。セルライニングの外観観察及びプール水

の分析を継続実施することによりライニングの健全性を定期的に確認し

維持する。 

 

1.2 プール水の漏えい対策 

プール水が大量漏えいした場合に備えて，漏えい水を循環させる仮設の

戻りライン及びポンプを配備した。また，停電時においても漏えい水の移

送が行えるよう電源の確保対策を実施する。さらに，管理区域境界シャッ

ター下部からの流出を防ぐための堰を準備する。 

 

1.3 プール水の浄化 

既往の許認可を受けた移送設備を用いたプール水の移送・給水による希

釈法及び吸着剤を用いた吸着法について多角的な観点から適用性を評価す

るなど，プール水の浄化に向けた検討を行う。 

 

1.4 乾式セルでの火災発生時の対策 

これまで乾式セルに貯蔵している分析廃棄物の主な材料であるポリエチ

レンについて，試薬（硝酸，ドデカン）の接触を考慮した自然発火性を評

価しており，自然発火の可能性がないことを確認している。その上で万一

の火災に備えて，速やかに火災発生箇所の特定及び初期消火を行うため，

各セルの温度を監視する温度警報装置を予備貯蔵庫及び汚染機器類貯蔵庫

に設置し，常時監視するとともに炭酸ガス消火設備を予備貯蔵庫及び汚染

機器類貯蔵庫に設置する。さらに，予備貯蔵庫及び汚染機器類貯蔵庫の消

火設備であるセル内散水装置及び消火治具を準備する。 

 

以 上 
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別紙 2 

 

低放射性濃縮廃液及び廃溶媒に係るリスク評価 

 

低放射性廃棄物処理技術開発施設(LWTF)の改造及び整備により，再処理に伴

い発生した低放射性濃縮廃液の固化・安定化を行い，低放射性濃縮廃液に係る

リスク低減を図る。また，廃溶媒についても，低放射性廃棄物処理技術開発施

設(LWTF)の運転開始に合わせて，速やかに廃溶媒の固化・安定化に着手し，廃

溶媒に係るリスク低減を図る。 

低放射性廃棄物処理技術開発施設(LWTF)の改造及び整備が完了するまで，低

放射性濃縮廃液の貯蔵に係る設備の健全性確認を定期的に行うなど，現状の安

全管理を継続することにより安全を確保し，万一，低放射性濃縮廃液が漏えい

した場合には，スチームジェット及びポンプにより所定の廃液貯槽へ漏えい液

を移送し回収する。また，地震時の影響等により既往の許認可を受けた移送設

備が使用できない場合の代替措置について検討を行う。 

 

以 上 
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別紙 3 
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別紙 4 

再処理施設の廃止措置に係る安全対策の進め方について 

 

 

廃止措置段階にある再処理施設においては，リスクが特定の施設に集中して

おり，高放射性廃液に伴うリスクが集中する高放射性廃液貯蔵場(HAW)と，これ

に付随して廃止措置全体の長期間ではないものの分離精製工場(MP)等の工程洗

浄や系統除染に伴う廃液処理も含めて一定期間使用するガラス固化技術開発施

設(TVF)ガラス固化技術開発棟については，最優先で安全対策を進める必要があ

る。 

 

このため，想定される津波及び地震から両施設を守ることが重要であり，設計

津波及び設計地震動を想定し，両施設の健全性評価を速やかに実施するととも

に必要な安全対策を実施することが最優先の課題となる(優先度Ⅰ)。 

 

また，両施設に関連する施設として，両施設の重要な安全機能(閉じ込め機能，

崩壊熱除去機能)を維持するために必要な電力やユーティリティ(冷却に使用す

る水や動力源として用いる蒸気)の供給についても上記に準じて優先度が高い。

しかしながら，これらを担う既設の恒設設備(外部電源及び非常用発電機，蒸気

及び工業用水の供給施設)については，一般施設として建設されたものや，建設

当時の設計で耐震重要施設とはなっていない(既認可上で B 類，C 類)ことから，

設計津波や設計地震動から守ることが困難である。このため，事故対処設備(電

源車，可搬ポンプ等)を用いて必要な安全機能の維持を図ることとし，それらの

有効性の確保に必要な対策(保管場所及びアクセスルートの信頼性確保，人員の

確保等)を実施する(優先度Ⅱ)。 

 

さらに，津波や地震と比較し施設への影響は小さいと想定されるものの，竜巻，

火山などの外部事象に対しても両施設の重要な安全機能を守るために必要な対

策を実施する(優先度Ⅲ)。 

 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)，ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開

発棟及びそれらに関連する施設以外の施設については，津波，地震，その他外部

事象等に対してリスクに応じた安全対策を実施することとし，順次，対策を進め

る(優先度Ⅳ)。                         以 上 
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火
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響

評
価
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発
電
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火
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ガ
イ
ド
」
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づ
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価
を
実
施
し
た
。
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文
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果
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